
 

 
  



核種分離・消滅処理技術に関する現状の整理 
  
Ｉ．概要 
Ⅱ．湿式分離及び FBR を用いた消滅処理 
Ⅲ．電子加速器による消滅処理 
Ⅳ．光溶液化学等による分離・共抽出技術（レーザー光の応用） 
Ⅴ．超高温分離処理 
Ⅵ．不溶解残渣からの有用金属回収技術及び分離元素・核種の有効利用技術 
 
  



Ｉ．概要 
 核燃料サイクル開発機構（ＪＮＣ）における核種分離・消滅処理技術研究の基本的考え方
は以下の通りである。 

○ 現在の国際的な技術レベルによれば、高レベル放射性廃棄物は深地層中に埋設
（地層処分）することが共通の考え方であり、我が国の基本方針でもある。 

○ 高レベル放射性廃棄物の地層処分は、いかなる期間においても生活環境での被曝
リスクが顕在化しないようなシステムを構築することを目指している。 

○ しかし、地層処分における長期的な隔離性能（安全性）を科学的に評価できても、
隔離を要する潜在的な危険性がそれだけ長く継続することに関して一般人の不
安を完全に払拭する（安心）までには至っていないのも現状である。 

○ 分離・消滅研究により核燃料サイクルの廃棄物をより一層低減するか、あるいは
利用できれば、地層処分との組み合わせによりさらなる環境影響の低減を実現で
き、かつ社会が受け入れやすい核燃料サイクル技術の確立につながるものと考え
る。 

 上記認識のもと、核種分離・消滅処理技術研究を創造的・革新的研究に位置づけ、核燃料
サイクルの高度化のための要素技術として、 
  ●マイナーアクチニド（MA）、核分裂生成物（FP）、有用金属（白金族等）の分離技術 
  ●高速増殖炉（ＦＢＲ）を用いた MA 及び FP の消滅処理技術 
  ●電子線加速器を用いた FP の消滅処理技術 
 等の研究開発を実施してきた。 
 また、ＪＮＣでは将来のＦＢＲ燃料リサイクル技術の確立をめざして経済性、核不拡散性、
環境負荷低減を考慮した先進的核燃料リサイクル技術開発に取り組んできた。上記核種分
離・消滅処理技術の研究項目の一部は先進的核燃料リサイクル技術開発の研究項目として
も位置づけられている。これらの関係を、図 1.1 に示す。図 1.2 にＪＮＣにおける核種分離・
消滅処理研究の全体像を示す。 なお、サイクル機構発足にあたって、動燃改革委員会で新
法人が行うべき事業の検討が行われ、事業の整理と重点化の観点からフロンティア研究の
一部として位置付けられていた有用金属の回収技術、超高温処理技術、光溶液化学等による
分離・共抽出技術、加速器によるＦＰ消滅技術については、研究開発を中止することになっ
た。 
 



 

  



Ⅱ．湿式分離及び FBR を用いた消滅処理 
１．研究開発の現状 
１）目的 
 ① MA 及び長半減期 FP（LLFP）の分離・消滅処理技術は、地層処分に替わる技術では

なく、地層処分の負担を軽減することを目的とする。 
 ② 高速炉燃料再処理プロセスの高度化により、MA、LLFP、有用稀少金属（白金族、他）

元素の分離技術の確立を目指す。 
 ③ MOX 発電用 FBR における MA 燃焼及び LLFP 消滅の炉心概念の構築及び関連する

核燃料サイクル技術の確立を目指す。 
 
２）処理対象（元素、核種、物質等） 
 ① 対象 MA 核種は、長期における放射性廃棄物の潜在的毒性を軽減できると期待される、

Np-237、Am-241、Am-243、Cm-243、Cm-244 とする。 
 ② 対象 LLFP 核種は、当面は Tc-99、I-129 とする。Tc-99、I-129 は、地層処分の安全性

を地下水移行の観点から見ると、溶解度が大きく、バリアーによる吸収が小さい等の
特性を持つ。これらの核種を消滅することにより、地層処分の負担軽減に寄与すると
考えられる。 

 ③ 有用稀少金属（白金族、他）元素の回収も対象とする。 
 
３）処理プロセス・システムの概要 
 湿式分離 
 図 2.1 に核種分離工程を組み入れた高度化再処理の概念(1)を示す。 
 ① MA （Am，Cm）は CMPO?MTRUEX 法で高レベル廃液より抽出分離する。ランタニ

ド元素（Ln）との分離は水溶性錯化剤 DTPA により MA を逆抽出分離する。 
 ② MA（Np）は PUREX 法を改良して、溶解液から混合抽出し、Pu／U／Np 製品とす

る。 
 ③ 白金族元素、Tc 及び他の LLFP （有用稀少元素を含む）は電解採取法により分離する。 
 ④ 放射性二次有機廃棄物は、触媒的電解酸化法にて分解し、処分の容易な無機リン酸に

転換する。アルキル基は炭酸ガス、水等に転換するので高減容化が可能となる。 
 
 消滅処理 
 図 2.2 及び 2.3 に FBR を用いた消滅処理システム全体の概念例を示す。 
 ① 消滅装置としては MOX 発電用 FBR をベースとし、使用する MA は前述の湿式分離

システムにより抽出される。 
 ② 炉心内 MA 装荷方法は、均質装荷、非均質装荷、ブランケット装荷を想定する。 



 ③ 均質装荷の場合は、炉心燃料中に MA（Np＋Am＋Cm＋RE）を均質に添加する（図
2.4 参照）。均質装荷のメリットは、MA の添加率が小さいため炉心特性や燃料物性へ
の影響が小さいと予想される。 

 ④ 非均質装荷には、幾つかのオプションが考えられるが、その１つとして、炉心燃料中
に Np のみを添加し、(Am＋Cm＋RE)は不活性母材(Al2O3, MgO 等）とともに、ブラ
ンケット領域に特殊集合体として装荷することが考えられる（図 2.4 参照）。この装荷
法は、希土類元素の炉心特性に与える影響を小さくし、また、Ａｍ＋ＣｍとＲＥの分
離係数の要求条件を緩和してＭＡを消滅できる可能性がある。 

 ⑤ FP 装荷方法は、図 2.5 に示すような減速材付集合体として、ブランケット領域又は遮
蔽体領域に装荷する（図 2.6 参照）。 

 
４）特徴  湿式分離 
（メリット） 
 ① CMPO（OΦD[IB]CMPO：Octylphenyl－diisobutyl－carbamoylmethyl－phosphine 

oxide）抽出剤は抽出能力が極めて高いので、被抽出液の硝酸濃度を下げずに目的 MA
（Am，Cm 及び Np）を抽出できる。 

 ② TRUEX 法は少量（0.2M）の CMPO を PUREX 溶媒（TBP （1.0～1.4M）／ｎ－ドデ
カン）に混合して用いる。PUREX 再処理操作から生ずる抽出残液に直接適用でき、ま
た既往の抽出技術をそのまま使うことができるので、再処理工程との整合性が極めて
良い。 

 ③ 逆抽出試薬の DTPA は混合抽出溶媒中から MA を選択的に水相に移行させることが
でき、またその物性は既知である。従ってホットセルでの取り扱いにおいても安全上
の問題はない。 

 ④ MA のうちの Np は操作条件を改良することによって、特殊な試薬を用いなくても前
段の PUREX 工程で定量抽出できる。Np を U と共に Pu 製品中に移行させることに
よって、核不拡散性の高い Pu 製品を得ることができる。 

 ⑤ 有用元素である白金族（Ru，Rh，Pd）及び稀少金属の一部（Tc, Se, Te）のイオンは
酸性溶液中で酸化還元電位が貴であるため、電解採取法を改良することで、直接、高
濃度硝酸溶液（溶解液及び高レベル廃液）から析出分離させることができる。 

 ⑥ 電解採取法は、従来の溶媒抽出法では未検討であった LLFP 核種（Pd-107，Se-79，
Tc-99）及び稀少元素（Te）についての分離・回収の手段を与える。 

 ⑦ 除染性能の支配核種である Ru-106 と Tc-99 を溶媒抽出工程の前段で除去することに
より、PUREX 法並びに TRUEX 法の高除染化が期待できる。 

 ⑧ 各分離法にソルトフリー手法を適用することによって、二次的廃棄物の発生を徹底抑
制できる。ソルトフリー法は in situ 電気化学法、分解してガスに転換する試薬、あ



るいはその両者を組み合せて反応操作を行うので、操作に伴う二次廃棄物は生じない。 
 ⑨ 核種分離工程の詳細なプロセス設計は行っていないが、現状では NOｘガスの吹き込

みによる反応操作は想定していない（今後のプロセス設計では硝酸のバランスを考慮
し、過剰回収酸による二次廃棄物の発生の抑制に留意する）。 

（デメリット） 
 ① TRUEX 法では多価遷移元素（Ｚr，Mｏ，Tｃ等）の除染法や高レベル濃縮廃液への

展開の検討が不充分である。 
 ② TRUEX 法への効率的 MA／Ln 分離技術の組み込みが完成されていない。現状の Am、

Cm／Ln 元素分離法では中重ランタニド元素の分離が困難である。また塩の多い廃棄
物が発生する。MA（Am、Cm）の相互分離の是非及び分離法が確立されていない。 

 ③ 回収 TRU 溶液の貯蔵管理法、特に濃縮 TRU 溶液を取り扱う工程における臨界管理デ
ータ等が不足している。 

 ④ 有機リン廃棄物（CMPO，TBP）の効率的処分法がまだ確立できていない。 
 
 消滅処理 
（メリット） 
 ① MOX 発電用 FBR で MA 添加率を数％程度にすることにより、炉心特性、原子炉プラ

ントに大きな影響を与えずに、MA の消滅が可能である。（商業炉の技術開発の延長線
上にある。） 

 ② ブランケット又は遮蔽体領域で、余剰の中性子を利用して、MA 及び長半減期 FP の
消滅が可能である。（装荷方法の柔軟性がある。） 

（デメリット） 
 ① 核種によっては、放射線や発熱が高いため、セルで製造する必要があり、製造コスト

の増加につながる。また、これに関連して原子炉サイトでの新燃料取り扱い設備や使
用済燃料の崩壊熱の増加に伴う設備の増強が必要となることが考えられる。 

 
５）目標及び設定根拠 
 湿式分離 
 ① TRU の回収率として、99.9％以上を目標値とする。 

放射性毒性の低減の観点からは、「可能な限り高く」を技術開発の目標とすべきである。
しかしながら「経済的に許容できるプロセス設計」を前提条件とする時、当初の実廃
液を用いた実験室規模抽出システム試験(2)の結果から、上記値を当面の目標とするの
が妥当と判断した。 

 ② LLFP 核種、有用稀少元素の分離については、各分離技術の成立性と限界に関する見
通しの確認がまず重要である。その上で、経済的に許容される条件において達成しう



る最大値、を目標回収率とすべきと考える。 
 消滅処理 
 ① 消滅処理装置としては、消滅特性が軽水炉より優れている高速炉を対象とする 
 ② 現在実用化を目指している MOX 発電用 FBR で現行路線（原子炉、燃料サイクル施

設）へのインパクトを最小限におさえて MA 及び LLFP を消滅するシステムを構築す
る。 

 
６）これまでの成果 
 湿式分離(3)～(7) 
 TRUEX 法で Am/Cm 混合プロダクトを、PUREX 法で Pu/U/Np 混合プロダクトを、そ
れぞれ回収するフローシートを提示することができた。 
 1990～1997 年における研究の成果は以下のとおりである。各分離要素技術を研究レベル、
達成分離係数、回収率などの項目で総括し、表 2.1(1)に示す。 
（１）MA (Am, Cm)分離 
 ① CMPO/TBP 混合溶媒の高レベル廃液を構成する主要核種、元素についての基本的な

分配特性を、単味溶液、実高レベル抽残液（HAR）及び実高レベル濃縮廃液（HLLW）
を用いた試験により確認した(8),(9),(10)。 

 ② 高レベル廃液の「α-Free 化」が達成できることを、実廃液を用いた小型ミキサ・セト
ラによる TRUEX 法の向流多段抽出試験（５回のホットラン）で明らかにした。基本
的な抽出条件における DFα＞103（回収率＞99.9%）を実証した(2),(11)～(15)。図 2.7 に
典型的な抽出プロファイル（実液試験第２ラン）を、表 2.2 に典型的な除染係数及び
分離係数を示す（実液試験第３ラン）。マイルドなソルトフリー試薬群によるアクチニ
ドの分別回収を可能とするフローシート" TRUEX/PNC Salt-Free Version "（改良
TRUEX 法）を構築した(16)。フローシート（実液試験第５ラン）を図 2.8 に、その物
質収支を図 2.9 に示す。 

 ③ フローシート TRUEX/PNC Salt-Free Version を基に、高速炉使用済燃料１ｔ処理に
対応する MA 分離工程の物質フローを検討した（図 2.10 に示す）。高レベル廃液の発
生量は単一の PUREX 抽出サイクルを想定して算出した。各物量は下記条件を前提と
する。 

• 高レベルラフィネート(HAR)の濃縮率は、PUREX もソルトフリーを前提とす
る故任意に設定できるが、本ケースでは 10 とする。 

• 分別的逆抽出液Ｉ，II，III，IV は統合し、廃ソルトフリー試薬の電解分解後、
濃縮し、次 MA／Ln 分離工程へ供する。濃縮率は 100 と仮定する。なお、II，
III，IV 中のアクチニド濃度が極めて低い場合には直接ラフィネートへの廃棄、
あるいは II については高レベル廃液（Feed）へのリサイクルというオプショ



ンも考えられる。また溶媒洗浄廃液（III，IV）中の劣化生成物濃度が無視でき
ない程度の場合には別オプションの検討が必要となる。 

• リサイクル溶媒中への溶媒劣化物の蓄積は、遠心抽出器の全面適用およびソル
トフリー溶媒洗浄の有効性を前提として、極小化できるものとする。従って、
溶媒劣化に起因する廃溶媒は無視する。しかしながら、希釈剤洗浄に伴なう定
常的な溶媒濃度調整操作によって構造的に溶媒ホールドアップ量が増加し、そ
の増加分が廃溶媒となる（廃溶媒発生量については今後検討する）。 

 ④ CMPO の熱化学を TBP と比較しつつ検討した(17)。TBP／ドデカン系の熱分解性に及
ぼす CMPO の影響は小さいことを実験的に確認した。また CMPO の水相への溶解度
は小さく、希釈剤で回収できる。従って CMPO 固有のレッドオイル爆発性は低いも
のと判断される。マウス及び細菌を用いた in vivo 試験から CMPO の急性毒性は極め
て低く(18)、また発癌性物質ではないことを明らかにした(16)。 

 ⑤ CMPO／TBP は、電解酸化法により常温で無機リン酸にまで分解、減容できることを
示した。Ag2 +あるいは Co3 +を触媒（メディエータ）に用いた間接電解酸化法で、分解
効率並びに個別電流効率が大幅に改善されることを確認した(19),(20)。 

 
（２）MA(Np)分離 
 ① PUREX 工程においては、溶解液中での Pu(VI)の共存が Np の抽出促進のバロメータ

となることを示した。実照射済燃料を用いた向流多段抽出試験（４回のホットラン）
を実施し、高レベル廃液中への Np の漏洩を防止し、Np を U と共にに Pu プロダクト
中に混合抽出するフローシートを実証した(21),(22)。図 2.11 に典型的 Np の抽出、逆抽
出プロファイルを示す。 

 
（３）MA／Ln 分離 
 ① DTPA による分離法で MA と軽 Ln の分離が可能なことを、実廃液を用いた向流多段

抽出試験（２回のホットラン）で明らかにした。Ln の 80 % 以上が Am プロダクト
より除去された(23)～(27)。Am 製品中に移行するランタニド元素の割合を、高速炉の場
合 Am 量の約３倍程度に低減することが可能となった。図 2.12 に典型的な MA／Ln
分配プロファイルを示す。 

 ② JNC／CEA 共同研究を通じ、精製したソフト（含イオウ）配位子、CYANEX301 抽出
剤について、高 MA/Ln 分離能（SFAm/Eu＞6000）を実核種分離試験で確認した(28),(29)。
図 2.13 に数種のイオウ化合物の Am，Eu の分配比及び分離係数を示す。また TBP 等
数種の中性有機配位子による抽出協同効果を確認した。 

 
 



（４）LLFP（Tc-99、他）元素及び有用稀少金属（白金族、他）元素の分離 
 ① 硝酸溶液からの白金族（Pd2+、RuNO3+、 Rh3+ )及び ReO4-  （TcO4-模擬イオン）の

電解析出・溶解挙動を検討し(30)、析出過程における相互干渉効果を見い出した
(19),(20),(31)。図 2.14 に共存イオン効果を示す。Pd2+は高濃度硝酸条件においても効率良
く析出する。通常 RuNO3 +の電解析出は困難であるが、Pdadatom のプロモータ効果で＞
99％の析出が可能となった。Pd2+の共存により ReO4-及び Rh3+の析出も促進される。
電解採取法ではその他に、Te や LLFP 元素の Se を析出分離できる(1)。図 2.15 に模擬
高レベル廃液からの電解採取法による稀少金属イオンの分離例を示す。 

 ② 大環状化合物（クラウンエーテル：DCH18C6）により、高レベル廃液中から直接、発
熱性核種 Sr-90 を抽出分離する可能性を示した(32)。図 2.16、2.17 に硝酸及び模擬高レ
ベル廃液からのクラウンエーテルによる Sr２＋の選択的分離能を示す。 

 消滅処理 
 研究項目としては、設計研究（炉心概念、プラントへの影響等）、核データの測定・評価、
燃料開発、シナリオ研究である。 
 
（１）設計研究(35)～(40) 
 ① MA 燃料の原子炉内装荷法を検討した結果、炉心の燃料集合体全てに MA を一様に添

加する場合（均質装荷）、MA 添加率が 5%程度では、炉心特性に大きな影響を与えな
いで、約 11%／年の消滅率が達成できることが明らかになった。これは、約 6 基の１
００万 KWe 級軽水炉で生成される MA を、１基の１００万 KWe 級ＦＢＲで消滅する
ことが可能となる（表 2.3(39)参照）。 

 ② 非均質装荷（Ｎｐを炉心に均質装荷し、Ａｍ＋Ｃｍ＋ＲＥをターゲット集合体として
ブランケットに装荷）の場合、大きい消滅量が達成できる可能性がある（表 2.3(39)参
照）。 

 ③ ＡｍとＣｍから希土類元素を完全に分離することは困難であり、均質装荷燃料の場合、
燃料中に希土類元素の混入は避けられない。炉心特性（特に燃焼反応度）の観点から
炉心燃料の希土類元素の含有率は、５～１０％が上限となる（表２.4(39)参照）。 

 ④ MA の多重リサイクルについては、ＦＢＲは炉心特性の観点からは十分に可能である
ことを示した（表 2.5(39)参照）。ただ、多重リサイクルによる発熱量、中性子発生量が
大きくなり、その対策が必要となる（表 2.6 参照）。 

 ⑤ ＭＡ（Ｎｐ＋Ａｍ＋Ｃｍ）燃料の中性子発生量は、ＭＡ（特にＣｍ-244 の量）の添加
率増大に伴って大幅に増加する(35)。ＭＡを５％添加した燃料の場合、新燃料の中性子
発生量は使用済み燃料の中性子発生量とほぼ同じになる（表 2.7 参照）。また、ＭＡ燃
料の発熱量は、Ｃｍ-244 の増加に伴って増える（表 2.7 参照）。このことより、原子炉
施設の新燃料取り扱い設備、燃料製造施設、輸送容器への影響が考えられる。しかし、



新燃料取り扱い設備については燃料移送方式の変更、燃料製造施設についてはホット
セルでの製造、輸送容器については使用済み燃料輸送容器の活用等により対応が可能
であると考える。 

 ⑥ FP（Tc-99）消滅に関しては、炉心の外側のブランケット領域に、減速材付ペレット
（Tc-99 等を中心に配置しその周りを減速材で囲んだもの）入りの集合体を装荷する
ことにより、最大で約 10%／年の Tc-99 消滅率が達成できる見通しが得られた（表
2.8(40)参照）。I-129 については、ＦＢＲ１基で年間 17kg が消滅でき、これは軽水炉３
基（１基当たり６kg/年生成）程度から生成される I-129 量に相当する。 

 
（２）核データの測定・評価 
 原子炉、加速器等を用いて高速中性子エネルギー（一部共鳴エネルギー(41)）領域における
MA 核種（Np-237,Am-241,Am-242,Am-242m）(43)及び希土類核種(42)（Pr-141、Ce-140、
Sm-147、Sm-148、Sm-150、Eu-153、Nd-143、Nd-245 等）の核データの測定・評価を行
い、主要な核種の精度向上を図った（図 2.18、2.19 参照）。核データライブラー改定のため
のデータベース充実に寄与できた。 
 
（３）燃料開発 
 ① Np 添加した混合酸化物（ＭＯＸ）燃料製造に関連して、転換施設に Np 回収設備を整

備し、12g の Np を回収した。また、スイスのポール・シェラー研究所(PSI)との共同
研究により、振動充填法による Np を添加したＭＯＸ燃料の製造技術開発を実施して
いる。 

 ② Am 添加ＭＯＸ燃料製造に関連して、大洗工学センターの照射燃料試験施設のホット
セル内へ、ペレット製造設備、ピン加工検査設備等の遠隔燃料製造設備を設置（図 2.20、
2.21 参照）し、性能試験を実施した。 

 ③ 燃料の照射挙動及び MA 核種の消滅特性の評価を行うため、「常陽」で照射した Am 含
有ＭＯＸ燃料の照射後試験及び MA サンプルの照射試験を実施中である。また、MA
分析技術の開発を行った(44),(45)。 

 
（４）シナリオ研究 
 MA 燃料を装荷した MOX 発電用ＦＢＲの投入が、我が国の MA 蓄積量低減に効果的で
あることを明らかにした(46),(47)。ＭＡリサイクルを行わない場合、2100 年時点において日本
全体で 310 トンのＭＡがガラス固化体内に蓄積されると予想される。しかし、ＭＡリサイ
クル（99.9％回収）によりこの蓄積量を約 60 トンまで低減（80％削減）することが可能で
ある（図 2.22、2.23、2.24 参照）。内訳は、炉内に 40 トン、燃料サイクル内に 20 トン、ガ
ラス固化体内にわずか 0.5 トンである。 
 



２．現状の分析 
１）オメガ計画における位置付けとそれに対する進捗状況 
 湿式分離 
（１）MA 分離技術の開発 
 プロセス技術については、実験室レベルの実液による抽出基礎試験並びに抽出システム試
験を実施した。工学的要素技術については FBR 再処理との共通技術として開発中である。
これらは主として内部実施である。 
（２）LLFP 核種及び有用稀少元素分離分離技術の開発 
 これらの分離技術については、当初の研究範囲には含まれていない。従ってこれまでの経
営資源の配分は少なく、また研究の進捗度も低い。開発レベルは模擬液試験のレベルに留ま
っている。工学展開については未着手である。主として外部との協力で実施している。 
 
 消滅処理 
 オメガ長計における「原子炉による消滅技術研究開発」では、ＦＢＲによる消滅処理技術
確立のため、炉物理データの測定・評価，燃料製造と物性データの測定・評価、発電用ＦＢ
Ｒでの消滅処理概念の検討を行うこととした。 
（１）炉物理・物性 
 ① 核データ取得 

 MA 核種及び希土類核種の核反応断面積、MA 崩壊熱の測定によって、核データの
精度向上に寄与するデータが整備されつつある。 

 ② 「常陽」サンプル照射試験解析 
「常陽」を用いた照射試験解析・評価としては、Np ドジメータ及び高 Am 含有燃料に
よる MA 消滅特性評価、MA 核種サンプル照射を実施している。 

（２）燃料製造と物性データの測定評価 
 ① 物性データ 

 MA 核種について、単体、化合物及び合金としての基礎的な物性に関するデータの
収集及び測定試験を実施している。 

 ② 燃料製造 
 Np 添加 MOX 燃料については、グローブボックスにおける通常の製造技術をベース
に、ペレット燃料と振動充填法によるスフェア燃料の製造技術開発を実施している。
Am 添加 MOX 燃料については大洗工学センター照射燃料試験施設のホットセルの一
部を改造し、ペレット製造設備、ピン加工検査設備等の遠隔燃料製造設備を整備を行
った。 

（３）発電用ＦＢＲでの消滅処理 
 1000MWe 級の大型 MOX-FBR において炉心特性及び原子炉プラント等に大きな影響を
与えない幾つかの可能な MA 及び FP 消滅炉心概念を構築した。ここで MA 燃料装荷法、



希土類混入の影響、MA 核種の核データ不確かさの影響、原子炉プラント及び燃料サイクル
への影響、MA リサイクルの影響等を検討・評価した。 
 
２）技術的達成度 
 湿式分離 
 ① TRUEX 及び PUREX 法のプロセス技術は、実験室レベルの実液による抽出システム

試験でその成立性と目標分離度の達成を確認し、次フェーズに向けて研究課題を明確
化できた。従ってフェーズ１の目標はほぼ達成されたものと考える。 

 ② LLFP 核種及び有用稀少元素の分離については、電解採取法による白金族、テクネチ
ウム、テルル、セレンの選択的分離の可能性を示した。パラジウムによるルテニウム及
びレニウムの電析促進効果を発見した。プロセス成立性の判断には実液による分離シ
ステム試験での実証、評価が必要となる。 

 ③ 高レベル廃液中のストロンチウムの分離については、大環状化合物（クラウンエーテ
ル）による選択的分離の可能性を示した。プロセス成立性の判断には実液による分離
システム試験での実証、評価が必要となる。 

 ④ 硫黄、あるいは窒素を含むソフト配位子の高 Am／Eu 分離能を実験的に示した。プロ
セスの成立性と TRUEX 法への適合性は、実液による抽出及び分離システム試験によ
る評価が必要である。 

 図 2.25 に全体計画における各要素技術の対する現在までの達成状況を示す。 
 消滅処理 
 ① 設計研究では、パラメータサーベィによる基本特性の把握、それを基にした MA 及び

FP 消滅炉心概念の検討を実施し、MOX 発電用 FBR での幾つかの可能な MA 及び FP
消滅の炉心概念が提示できた。 

 ② MA 核種及び希土類核種の核データの測定評価により、主要な核種の精度が明らかに
なるとともに、核データデーベースが充実した。 

 ③ MA 添加 MOX 燃料開発のための必要な施設を整備するとともに、基礎的データを収
集することができた。 

 ④ シナリオ研究では、MA のマスバランス、放射性毒性等の解析・評価が終了し、MA 消
滅における MA 装荷 MOX 発電用 FBR の投入効果が明らかになった。 

 図 2.26 は各要素技術のこれまでの実施状況と今後の計画を整理したマップである。 
 
３．今後の見通し及び課題 
１） 実用化の見通し及びそのために解決すべき課題 
 湿式分離 
（１）MA 分離技術の開発 



 表 2.9 に MA 核種分離プロセス構築に向けての TRUEX 法の評価と課題をまとめる。プ
ロセス化学的には多価 FP 遷移元素イオンの制御法、より効率の良い Ln 分離法、装置工学
的には遠心抽出器への適合性、高レベル濃縮廃液への適合性等が重要研究課題である。 
 
（２）LLFP 核種及び有用稀少元素分離技術の開発 
 電解採取法では二次廃棄物の発生を極めて少量に抑制できる。電解析出に及ぼす各種共
存イオンの影響、放射線の効果、選択的再溶解法等が研究課題となる。 
 消滅処理 
 MOX 発電用 FBR での MA 及び FP 消滅の可能性についてある程度示すことができたが、
実用化見通しを得るためには、基礎的データの充実、工学規模での試験、経済性評価等を実
施していく必要がある。解決すべき課題としては、MA 核種の核断面積（特に、中性子吸収
断面積の精度が十分でない）及び崩壊熱（ＭＡの測定データがない）の精度向上、FP 核種
の核断面積の精度向上、MA 燃料の基礎物性データ充実、不活性母材入り MA 及びＦＰピ
ンの基礎データの充実、MA 燃料製造技術開発、MA 燃料の照射挙動評価等がある。 
２） 当面重点を置くべき研究開発課題 
 湿式分離 
 表 2.10 に重点を置くべき研究項目を示す。 
 ① MA 分離技術 

 
• プロセスを合理的に設計するためのプロセス／装置／プラント設計シミュレ

ーション技術、DTPA による MA／Ln 分離法の最適化が必要である。 
• 工学的には遠心抽出器による実廃液を用いた抽出システム試験が必要である。 
• 廃棄物量低減の観点からは、二次有機廃棄物の分解・無機化技術に傾注すべき

である。 
• 長期的、戦略的視点からは、“ソルト”で“ソルトフリー”の TRU 分離抽出剤の

創生が重要である。 
 ② LLFP 核種及び有用稀少元素分離技術 

 
• 電解採取条件の最適化、析出促進メカニズムの解明、Tc の電解析出挙動等を

明確化するための実廃液処理試験並びに工学装置の検討が必要である。 
 消滅処理 
 ① 燃料サイクル側との整合を取りながら最適炉心概念の構築を図る。 
 ② MA 及び FP 核種断面積、MA 核種の崩壊熱データの測定・評価による核データライ

ブラリー精度向上を図る。 
 ③ MA 燃料製造施設を用い、MA 添加 MOX 燃料の製造技術の確立を図ると共に、製造



した燃料を用いた基礎物性試験によりデータベースを整備する。 
 ④ 「常陽」や「もんじゅ」での照射試験による燃料設計、燃料照射挙動評価に必要なデ

ータを整備する。 
 図 2.27 に消滅処理研究の今後の計画を示す。 
３）経済性についての見通し 
 ① MA リサイクルを行うことにより、特に再処理や燃料製造工程の施設建設費の増大が

懸念されている。現在検討されている低除染湿式再処理／振動充填燃料製造を基本と
した先進燃料サイクル施設概念では、再処理が低除染であるために燃料製造工程がセ
ル内に設置されることから、MA リサイクルに伴う新たな遮蔽機能は不要となり、燃
料製造工程の建設費への影響は小さい。一方、再処理工程においては MA 分離のため
の TRUEX 工程や廃棄物からの MA 回収設備が付加され、これらにより燃料製造工程
も含めた燃料サイクル施設全体の建設費は約 11％(48)増加すると見込まれる（建屋建
設費：約 1.6%増、設備費：約 0.7%増、付帯設備費：約 8.6%増）。(なお、先進燃料サ
イクル施設の処理単価（kg/HM 当たり）は、基準プラント（今後の技術開発成果を取
り入れた高ＤＦ再処理及びグローブボックス製造で、再処理・製造各々個別の建物）
に比べて、５０トンプラントで 0.83 倍程度になる見込みである(49)。)  
なお、MA 核種分離プロセスの経済性を左右するＬn 分離工程については、要求分離
度の最適化を図ると共に、より効果的な分離法を開発して経済性向上を目指す必要が
ある。 

 ② 原子炉に関しては、新燃料の燃料取り扱い系や使用済燃料の崩壊熱の増加に伴う設備
増強により建設費は約 1％増加すると見込まれる。 

 ③ これらの原子炉や燃料サイクル施設における建設費の増加等を反映した場合の発電コ
ストの増加は 2％程度（資本費：約 0.8%増、運転費：約 0.3 %増、燃料費：約 0.9 %
増）であり、ＭＡリサイクルが経済性へ与えるインパクトは比較的小さいと考えられ
る。 

 
４．研究開発の進め方 
１）関連する研究分野との協力 
 湿式分離 
 MA 核種分離工程の前段である「再処理」、また後段の「燃料製造」との境界条件の明確
化及び取り合い設計が必要である。要素技術では、抽出装置／制御／プロセスシミュレーシ
ョン技術、ソルトフリー技術（電解槽工学他）及びプラント設計等の各工学分野における協
力が必要である。基礎科学分野では、有機合成化学、錯体化学、電気化学等との協力が重要
である。分離ターゲット核種や回収率の設定には、炉工学や環境科学／アセスメント評価の
協力を必要とする。 
 消滅処理 



 核物理（核データ）、材料開発（希釈材、不活性母材等）との協力が重要である。 
２）国内機関との協力 
 湿式分離 
 ① 日本原子力研究所との間で、MA、MA／Ln 分離技術に関する情報交換を行った。今

後も協力を継続する。 
 ② 専門メーカとの間で、電気化学法による LLFP 核種及び有用稀少金属元素分離技術、

並びに二次有機廃棄物分解の基礎研究を進めている。今後、工学的成立性と経済的評
価のためのデータを取得する。 

 ③ 複数の大学（阪大、静岡大、群馬大、九州大）(33)との間で、二座配位型抽出剤（CMPO, 
DIAMIDE）の基礎化学、新大環状化合物（クラウンエーテル、カリックスアレン）の
開発、新 MA／Ln 分離抽出剤の開発等に関する基礎研究を実施した。 

 消滅処理 
 核データの測定・評価において、大学（東大、京大、東工大、東北大）と共同研究等を実
施している。 
３）国際協力 
 湿式分離 
 ① 1991 年より、フランス CEA との間で、MA 分離、MA/Ln 分離、LLFP 分離(34)及び計

算化学等について研究協力（情報交換、研究員の相互派遣）を実施している。これま
で（1999 年７月の時点で）に計８回の情報交換会議と計 4 名（日仏２名ずつ）の研究
員の交換を行った。今後も継続する。 

 ② 1990 年より IAEA OECD／NEA の情報交換会議に参加し、論文を発表するととも
に、外部情報の入手や海外の専門家との意見交換を行った。今後も継続する。 

 消滅処理 
 フランス、ロシア、スイスとの協力を進めている。 
 ① フランスとは、JNC-CEA の先進技術協力協定に基づいて、核データ、炉物理、燃料、

照射試験解析、シナリオの分野で、協力を実施している。相互に研究員の派遣も実施
している。 

 ② ロシアとは、ISTC プログラムを通して、ＭＡ消滅炉心概念の研究、ＭｇＯ希釈材の製
法検討と物性評価等を委託研究で実施した。 

 ③ スイス（PSI）とは、振動充填法によるＮｐ添加ＭＯＸ燃料の製造に関する共同研究を
実施している。 

 
５．研究開発対象としていなかったが、核種分離・消滅処理の趣旨に照らして重要と考えら
れる技術 
 ① 核種分離技術では、経済性向上と環境負荷低減に関連して、一部着手済みであるが二



次廃棄物の低減技術（ソルトフリー技術開発、二次有機廃棄物の分解／無機化技術）
が重要である。長期的、戦略的視点からは、塔\フト狽ナ塔\ルトフリー狽フ新分離抽
出剤（完全燃焼型）創生への挑戦が極めて重要である。 

 ② ＦＰ消滅に関連して、同位体分離技術（分離技術との検討の基に、対象とする核種選
定が必要）が重要である。実液試験及び関連する試験装置の開発が重要である。 
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Ⅲ．電子加速器による消滅処理 
１．研究開発の現状 
１） 目的 
 サイクル機構では「核種分離・消滅処理研究開発」の一環として、電子加速器を利用して
光核反応（（γ, n ）反応）により長寿命核分裂生成物（ＦＰ）を消滅処理する可能性を模索
している。そのため、必要となる大電流加速器の実現可能性の検討に最も重要なビーム安定
化等に関する要素技術の開発(1)、必要とするエネルギーを低減できる可能性を有する光核反
応の断面積における微細構造の解明、消滅処理システム概念の構築を目標として、オメガ計
画第Ⅰ期の研究開発を行ってきた。これらの研究開発により電子加速器を用いた消滅処理の
可能性が見出され実現すれば、以下の効果が期待される。 
 ① 高レベル放射性廃棄物に含まれるＦＰのうち、半減期が長いもの、放射能が高いもの、

発熱量が多いものを消滅処理し、地層処分の効率化に寄与する。（処分場や固化体のス
ペック緩和、処分場面積の削減、処分場閉鎖後の管理期間の短縮） 

 ② 長半減期ＦＰの潜在的毒性を低減する。 
２） 処理対象（元素、核種、物質等） 
 サイクル機構では、中性子反応断面積が大きいマイナアクチニド（ＭＡ）については、高
速炉での消滅が最も合理的で実現性が高いと考え、そのための研究開発を実施している。一
方、ＦＰについては、原子炉での消滅が困難であることから、加速器を利用して光核反応に
より消滅処理する可能性を検討している。 
 表１に主な消滅処理研究対象核種を示す。光核反応による消滅処理は Sr-90, Cs-137 以外
にも、Sn-126, Se-79, C-14 等のＦＰ核種等に適用可能である。 
３） 処理プロセス・システムの概要 
 電子加速器による消滅処理の原理は、電子線を利用して発生させたガンマ線による（γ, 
n ）反応(2)により、短寿命核種または安定核種に変換するものである。図 3.1 に Cs-137 を
消滅する場合の例を示す。 
 具体的には、電子蓄積リングと光キャビティー(3)を組み合わせて逆コンプトン散乱(4)によ
り発生させたガンマ線を用いて消滅するシステムを検討している。ターゲットとしては、同
位体分離を行った金属または液体が考えられる。 
４） 特徴（メリット、デメリット） 
 ① メリット 

 
• 原子炉（中性子）では消滅しにくい長半減期ＦＰを消滅できる。 
• （γ, n ）反応を用いるので副次的な放射能の発生が少ない。 
• 電子加速器は、加速器技術としての基盤が整備されている(5)。 

 ② デメリット 
 



• 消滅処理に必要なエネルギーを大幅に低減する必要がある。 
• 商業サイクルとは独立しているが、核種分離と同位体分離が必要となる。 
• 従来にない大電流の加速器が必要となる。 

５）目標および設定根拠 
 ① 電子加速器の開発 

 電子加速器を用いた光核反応による消滅処理に必要な大強度のガンマ線を発生させ
るためには、大電流電子加速器が必要である。具体的には、工学的規模の試験には１
００MeV―１A 級の加速器が必要になると考えられていた。そこで、オメガ計画第Ⅰ
期の開発目標として１０MeV―２０mA 級の加速器の要素技術開発を目標に設定した
(6)。 

 ② 断面積の測定 
 電子加速器による消滅処理に必要なエネルギーは光核反応の断面積に大きく依存し
ており必要なエネルギーを大幅に低減できる可能性があることから、この断面積の微
細構造を解明することを目標とした。また、主要な消滅処理対象核種について、原子
炉での消滅処理が困難であり電子加速器による方法でなければ消滅できないことを確
認するため、中性子反応断面積の測定も行うこととした。 

 ③ 消滅処理システムの概念検討 
 電子加速器による消滅処理の最も重要な課題である必要とするエネルギーの低減を
検討するため、消滅処理システムの概念検討を行うことを目標とした。 

６）これまでの成果 
 ① 電子加速器の開発 

 大電流・高効率の電子加速器を実現するため、進行波還流型加速管、大電力・高効
率クライストロン等の主要要素の試作評価を行った(7),(8)。その成果に基づき、大電流
電子加速器を設計、製作し、入射部試験により基本的な性能を確認した（図 3.2 参照）。
また、平成１１年１月から開始した性能確認試験により現在までに電子エネルギー：
６MeV、平均電流：０．２mA を達成した。これにより加速器の大電流化にある程度
の技術的見通しを得た。 

 ② 断面積の測定 
 

• 光核反応断面積の微細構造を精度良く測定するため、高分解能・高エネルギー
光子スペクトロメータを新たに開発し（図 3.3 参照）、これを用いて O-18 及
び C-1３の光核反応断面積を測定した(9),(10),(11)。特に、C-1３については、０．
１％のエネルギー分解能で微細ピークを観測することに成功し、これまで２４
０keV の幅が報告されていた微細構造ピークが１５keV の幅で測定された（図
3.4 参照）。 



• 主要な消滅処理対象核種について、精度の良い熱中性子吸収断面積が得られた
（表 3.2 参照）(12)～(20)。 

 ③ 消滅処理システムの概念検討 
 消滅処理に必要なエネルギーを低減するために、将来の技術進展を見越した１つの
提案として、電子蓄積リングとレーザー光を閉じこめるための光キャビティーを組み
合わせた消滅処理システムの概念検討を行った（図 3.5、3.6 参照）(21)。このシステム
では、電子対生成に損失するエネルギー等もできるだけ回収することを前提としてい
る(22)。これにより、制動エックス線を利用する場合に比べて、必要なエネルギーを低
減できる可能性が示された。 

２．現状の分析 
１）オメガ計画における位置付けとそれに対する進捗状況 
 中性子反応断面積が小さく原子炉では容易に消滅できないＦＰ（Cs-137, Sr-90 等）につ
いて、光核反応を用いて消滅する可能性を模索するために、電子加速器の大電流化技術の開
発、光核反応断面積の測定及び測定技術の開発等を行っている。 
２）技術的達成度 
 ① 大電流電子加速器の実現性の見通しが得られた。 
 ② 光核反応断面積の微細構造について、予備的な試験として、安定核種（O-18 及び C-

13）を用いた測定を行い、従来の報告より鋭い微細ピークが観測された。また、この
測定を通じて、光核反応断面積を０．１％の高いエネルギー分解能で測定する技術を
開発した。しかしながら、放射性核種 Sr-90 及び Cs-137 の微細構造に関するデータ
を取得するには至っていない。 

 ③ 電子蓄積リングと光キャビティーを組み合わせた消滅処理システムの概念を示した。
しかし、依然として、Sr-90 及び Cs-137 の消滅には非常に多くのエネルギーが必要で
ある。 

３.今後の見通し及び課題 
１）実用化の見通し及びそのために解決すべき課題 
 サイクル機構としては、平成１１年度に加速器の性能確認試験を行って本研究を終了する。 
２）当面重点を置くべき研究開発課題 
 今後、他の研究機関が本研究を継続する場合は、以下の課題が考えられる。 
 ① 断面積の測定 

 長寿命ＦＰ核種について光核反応断面積の微細構造測定等を行うことにより、Sr-
90, Cs-137 に限らない広範な消滅処理対象核種の調査・選定が必要と考えられる。 

 ② 消滅処理システム概念の検討 
 単色ガンマ線発生技術、エネルギー回収技術等の進展を考慮した、消滅処理システ
ム概念の検討が必要と考えられる。 



３）経済性についての見通し 
 現状の技術では、Cs-137 及び Sr-90 の消滅を経済的に成立させるシステムの構築は難し
い。 
４．研究開発の進め方 
１）関連する研究分野との協力 
 核物理（核データの測定、消滅理論研究）、加速器工学の分野において協力を行ってきた。 
２）国内機関との協力 
 ① 加速器開発について、高エネルギー加速器研究機構との共同研究を行った。 
 ② 光核反応断面積の測定について、電子技術総合研究所との共同研究を行った。 
３）国際協力 
 電子加速器を用いたガンマ線発生技術の開発等について、米国ブルックヘブン国立研究所
との共同研究を行った。 
５．研究対象としていなかったが、核種分離・消滅処理の趣旨に照らして重要と考えられる
技術 
 先進的核燃料サイクルにおける環境負荷低減の観点から重要な Sn-126, Se-79, C-14 等の
消滅処理方法を検討する。これについては、ＦＢＲでの消滅と関連させて検討する必要があ
る。 
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Ⅳ．光溶液化学等による分離・共抽出技術（レーザー光の応用） 
１．研究開発の現状 
１）目的 
 使用済み核燃料の再処理プロセスに光溶液化学技術を適用することにより、工程を簡略
化させる。その結果として、廃棄物の発生量を低減化させる。 
２）処理対象（元素、核種、物質等） 
 硝酸溶液中の Pu、Np、U 核種である。 
３）処理プロセス・システムの概要 
 再処理プロセスでは、溶液中のアクチニド元素（Pu, Np, U 等）の価数制御に化学試薬が
用いられているが、本システムでは、この代わりに光量子を用いる。 
４）特徴（メリット、デメリット） 
 光化学の再処理工程への適用には次の利点が考えられる。 
 ① 再処理工程で使用する化学試薬の代わりに光量子を利用することにより、2 次放射性

廃棄物の発生量を増加させることなく、目的の反応を生起させることができる。また
工程を簡略化できる。 

 ② Np や Ru などウラン、プルトニウム製品に同伴する元素の濃度プロファイルを制御で
きることからウラン、プルトニウム製品の品質管理を高度化できる。 

 ③ 化学薬品の代わりに光エネルギーを利用するので、プロセスが単純になり、装置を小
型化することができ、遠隔操作のため新たな耐放射線機器や特殊な遠隔保守技術の開
発の必要性が少なくなることより、経済性の向上が期待できる。 

 ④ 光源を反応容器から距離的に引き離せることから優れた遠隔操作性が得られる。 
 ⑤ 本技術の波及効果としては、高レベル放射性廃液から、資源物質を回収することによ

り、廃棄物として処分される元素量を低減できる。 
５）目標及び設定根拠 
 目標：光溶液化学技術の再処理への適用の可能性を評価するための基礎データを取得す
ること 
 設定根拠：アクチニドの光化学に関する研究は、1930 年代のウランに関する研究に始ま
り、1970 年代からは、再処理技術に応用することを目的とした研究も数多く実施されてき
た。しかしながら光化学法を用いた再処理工程の新しいスキームを考え、そのプロセスの妥
当性を検討するために必要な基礎データは十分ではない。 
６）これまでの成果 
 ① 水銀ランプ光照射下で実廃液の 1/100 濃度の Pu、Np を含む硝酸溶液を用いて試験を

行い、Pu、Np の光による酸化・還元反応に関する基本的な挙動に関しては、ほぼ把
握することができた。 

 ② 上記条件に加えて、還元剤と亜硝酸分解剤共存下で試験を実施した。Pu、Np の相互



分離並びに共抽出が可能である知見を得た。（表 4.1、4.2 参照） 
 ③ 光化学反応を利用したウラン酸化物粉末の溶解試験を実施した。温度、硝酸濃度を増

大させることなく、ウランの溶解度を増大できることを確認した。（表 4.3 参照） 
２．現状の分析 
１）オメガ計画における位置付けとそれに対する進捗状況 
 限定された系における基礎的なデータは取得できたものの、実プラントへの適用に関して
判断できるまでのデータを取得するに至らなかった。 
２）技術的達成度 
 限定された系での水銀ランプ光照射に伴う硝酸溶液中の Pu、Np、U の基本的な挙動につ
いては、把握した。 
３．今後の見通し及び課題 
 平成９年度をもって、研究を中止したが、今後の見通し及び課題については以下のように
考えられる。 
１）実用化の見通し及びそのために解決すべき課題 
 サイズをスケールアップした試験の実施、工程設備、保守条件の検討、さらには臨界管理
及び安全対策等 
２）当面重点を置くべき研究開発課題 
 各元素について光吸収スペクトルに対応した励起状態の化学反応性の評価、並びに励起
状態の寿命、酸化還元反応の速度定数の測定 
３）経済性についての見通し 
 基礎研究の段階であり、経済性評価を行うことができるだけのデータが取得できていな
いので、現段階において将来的な見通しについて検討することは困難である。 
４．研究開発の進め方 
１）関連する研究分野との協力 
  なし 
２）国内研究機関との協力 
  平成元年度 東京大学 工学部 原子力工学科 
  平成４年度 ８年度 東工大 原子炉工学研究所 
 と委託研究及び共同研究を実施した。 
  平成元年 ２年 客員研究員招聘（東京大学 工学部） 
３）国際協力 
  なし 
５．研究開発対象としていなかったが、核種分離・消滅処理の趣旨に照らして重要と考えら
れる技術 

• 光を利用した高レベル放射性廃液からの元素分離技術 
• 光を利用した再処理プロセス分析技術開発 
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Ⅴ．超高温分離処理 
１．研究開発の現状 
１）目的 
 高レベル廃棄物（高レベル廃液）を分別処理し、有用元素の利用、廃棄物となる物の高減
容化を図るものである。 
２）処理対象 

• 核種分離処理のスタートとなる廃棄物 
 通常の再処理工場で発生する高レベル廃液が処理の対象である。 

• 分離する元素・元素群・核種 
 セシウム、白金族元素、アクチニドをそれぞれに同伴する元素と共に分離する。 

３）処理プロセス・システムの概要 
• 分離プロセスのキーとなる化学操作 

 高レベル廃棄物に対する非鉄冶金の手法の適用である。セシウムは沸点が比較的
低いので、気化させて分離する。白金族元素は還元されやすいので、還元しメタル
として分離する。結果として分離されるアクチニド等はそのまま固化体とする。 

• プロセスで用いる溶媒等の主な化学物質  
 少量の窒化チタンのみである。溶媒・溶融塩等は使用しない。二次廃棄物は発生
しない。 

• 分離プロセスのフロー（図 5.1 参照） 
高レベル廃液 
↓ 
仮焼        高レベル廃液を加熱し成分を酸化物にする 
↓ 
Cs 気化分離     酸化物を加熱し、Cs を気化させ分離する分 
          離した Cs は放射線源として利用する。 
↓ 
白金族元素還元   少量の窒化チタンで白金族元素を還 
          元し合金インゴットにする。 
↓ 
金属・酸化物分離  全体を溶融し、白金族元素合金は 
          下層、酸化物は上層の二層に分離する。 
↓ 
高減容固化体    酸化物はガラス固化体の十分の一量の固 
          化体とし、処分、または、消滅処理に供する。 
４）特徴（メリット・デメリット） 

• 核種分離・消滅処理システム全体のメリット・デメリット 



 メリットは、最も単純なプロセスで、有用元素、高発熱核種、長寿命核種、アク
チニドを相互分離し、有効利用、減衰処理、及び、高レベル廃棄物を最小の貯蔵体・
処分体に出来ることである。  デメリットは、分離技術に共通することであるが、
現行の再処理・ガラス固化に比べ、手数が増えることである。が、本技術はこれを
最小限に抑えている。 

• 核種分離システムのメリット・デメリット 
 メリットは、最小限の添加物で目的の核種分離を達成したことである。新規な抽
出剤、新規な溶媒（溶融塩）を使用しないため、新規な二次廃棄物を発生させない。
新規な二次廃棄物は、その処理・貯蔵・処分に多大な研究開発を要する。それらの
処理・貯蔵・処分施設建設と維持管理が核燃料サイクルのコストアップを招く。ま
た、抽出溶媒、溶融塩等を使用しないため、処理において小規模の装置で目的が達
成される。 
 デメリットはシステムとしてはない。 

• 個々の分離プロセスのメリット・デメリット 
 メリットは、仮焼、還元、溶融、分離の各プロセス技術は、原子力及び非鉄産業
において実用化されており、開発リスクがなく、開発コストが低いことである。 
 デメリットは溶融・分離プロセスにおける装置の開発が必要なことである。フラ
ンス、ロシアで開発されている高周波誘導水冷坩堝方式（コールドクルーシブル）
が採用可能であるが、原子力産業への適用は実証されていない（ガラス固化等に関
するコールド工学試験は、フランス、ロシアで実施されている）。 

５）目標及び設定根拠 
• 分離対象元素・核種に付いての分離目標 

 Cs については、90%の分離率が目標である。Cs(Cs-Ba)は高レベル廃液の発熱量
の 40%を占める。これの 90%の除去により、処分体の発熱量は大幅に低減される。 
 白金族元素についても 90%の分離率が目標である。 
 分離率 90%の根拠は、分離率を 99%に上げても技術面・経済面での効果はさほど
向上せず、処理コスト面でのデメリットが増すからである。 

• メリットの増進に関する目標  
 還元剤にチタン化合物を用いているが、これを炭素にするとストロンチウム(Sr)
が還元・気化分離出来る。これが実現できれば、地層処分費用の大幅な削減が実現
する。 

• デメリットの克服に向けた目標 
 コールドクルーシブルの適用を実現することである。 

• 目標の位置づけ（最終目標、中間目標、努力目標、実現可能な目標等） 
 コールドクルーシブルの適用が実現すれば、目標は全て達成できる。 

• 目標の合理的な設定根拠 



 コールドクルーシブルは、２０００℃以上の温度で試験されている。従って、本
方法への適用が確認できれば、技術的に未確認な点は解消する。 

６）これまでの成果 
 ① 模擬高レベル廃液を用い、Cs の気化分離、白金族元素の還元・分離、高減容固化体の

成立性を確認した。後者については、kg 規模での実験を行った。 
 ② Cs の気化については、仮焼体の１０００℃での加熱処理により、１時間で９０％以上

の Cs が気化分離することを確認した（図 5.2 参照）(1)。 
 ③ 白金族元素の回収については、Ru、Rh、Pd 共、９０％以上 分離・回収出来ること

を確認した(図 5.3、図 5.4 参照) (1)。 
 ④ アクチニド等は（希土類等を含む）は高減容固化体を形成することを確認した。その

発生数は、８００トン再処理工場のガラス固化体発生量（年間約１０００本）に比し、
約１００本である。これは、高減容固化体の、密度、熱伝導率、膨張率、高温Ｘ線回
折等の測定に基づき、確認したもである。 

２．現状の分析 
１）オメガ計画における位置づけとそれに対する進捗状況 
 高レベル廃棄物中に存在する有用金属の回収技術の基礎的研究として位置づけられ、基
礎的研究の段階はクリアーした。 

• 当該技術に関するオメガ計画の記述 
 高レベル廃棄物中に存在する有用金属の回収技術の基礎的研究として記述されて
いる。 

• 当該技術に関する研究開発と見直しの経緯 
 上述のように日本独自の技術として成果は確認し、次のステップとして工学技術
開発の段階に達した。 

２）技術的到達度 
 

• 当該技術の研究開発段階のクリア状況 
 基礎的研究段階はクリアした。作業仮説的に考えた化学反応は（Cs の気化、白金
族元素の還元、アクチニド等の酸化物の溶融）全て実証した。 

• 研究開発の全体計画と現在の段階の図示 
    技術の基礎的実証  １９９０年?ｂP９９８年 
    現在の段階     １９９９年 中断 

３．今後の見通し及び課題 
１）実用化の見通し、及び、そのために解決すべき課題 
 

• 技術的到達度を踏まえた実用化までの道筋 
 本技術の基礎的実証はほぼ完成した。次ステップは実規模大の装置による実験で



の工学的実証である。実規模大装置は、本技術は添加物は最小であるため、取扱物
質量が少なく、従来の工学試験装置と同等規模である。 

• 実用化までの技術的課題 
 Cs の捕集技術と、白金族元素／アクチニド（希土類等を含む）の溶融物の分離手
法の確立が課題である。 

２）当面重点をおくべき研究開発課題 
 還元・溶融分離を工学的に実証するためのコールドクルーシブルの実用化である。 
３）経済性についての見通し 
 貯蔵・処分費用が大幅に低減できると予想される。 
 炭素還元を実証し、Sr 分離を実現することにより、処分費用を更に大幅に低減出来る。 
 Sr を分離出来れば、処分施設の設計において、岩体の温度制御課題から免れるからであ
る。 
即ち、地下施設の大幅な縮小が可能となる。 
４．研究開発の進め方 
１）関連する研究分野との協力 

• 研究分野・項目 
 高レベル廃棄物管理の研究開発分野 
 高レベル廃棄物の炭素還元の研究を共同して実施する。 
 コールドクルーシブル研究開発分野 
 金属・酸化物を同時に溶融し、分離するコールドクルーシブルを開発する。 
 これは、ロシア、フランスとの共同開発が必要である。 

• 協力の現状・形態  
 大学との共同研究、企業への委託実験を行ってきた。しかし、予算中断のため協
力関係は中断している。 

２）国内機関との協力 
 上述と同じである。 
３）国際協力 

• 研究分野・項目 
 高レベル廃棄物管理の研究開発分野 
 コールドクルーシブル研究開発分野 

• 協力の現状・形態 
 フランスのマルクール、ドイツのカールスルーエ、米国のアイダホ、ロシアの研
究所、豪州の研究所と国際会議等を通じて情報交換を行っている。 
 組織的な国際協力関係はない。 

５．研究開発対象としていなかったがオメガ計画の主旨に照らして重要と考えられる技術 
 Cs-137、Sr-90 の減衰処理のための長期貯蔵技術の開発が重要である。 



 
参考文献 
  (1) 堀江水明；「最近の高レベル廃棄物処理研究・開発動向」 
     PNC TN8420 94-019, p.3 (1994) 

 



 



 
  



Ⅵ．不溶解残渣からの有用金属回収技術及び分離元素・核種の有効利用技術 
１．研究開発の現状 
1）目的 
 再処理工程で分離される高レベル放射性廃液（主として不溶解残渣）を新たな資源として
利用するために、その中に含まれる白金族元素等（Ru、Rh、Pd、Tc）の有用元素を回収す
るプロセスを開発する。 
２）処理対象（元素、核種、物質等） 
 不溶解残渣、Ru、Rh、Pd、Tc 
３）処理プロセス・システムの概要 
 乾式元素分離法（鉛抽出法・灰吹法・オゾン酸化処理法）と湿式元素分離法（溶媒抽出法・
沈殿法）を組み合わせたプロセスにより、白金族元素を単離回収する。さらに非放射化のた
めにレーザー同位体分離を行う。 
４）特徴（メリット、デメリット） 
 高レベル廃液に含まれる白金族元素のかなりの部分は不溶解残渣として溶解工程後の清
澄工程においてパルスフィルタ等によって回収される。この不溶解残渣は白金族元素を主成
分とするので、これを対象にすることで分離回収プロセスを単純なものとすることが期待
できる。処理プロセスの第一段階の鉛抽出法はセル内での操作にも対応が容易な単純な分
離法である。しかしながら単離精製までを考慮すると湿式のプロセスによる必要があり、こ
のため二次廃棄物の発生が懸念されることも考えられる。 
５）目標及び設定根拠 
 高レベル廃棄物からの白金族元素回収に関わる研究はこれまで多く行なわれてきている。
しかしながらそれらは白金族元素の硝酸酸性溶液あるいは模擬高レベル廃液を対象にして
Pd 等を溶媒抽出法によって回収しようとするものがほとんどである。高レベル廃液を対象
としたものは少なく、不溶解残渣を対象とした研究開発はさらに限られている。実際に高レ
ベル廃液を対象にした試験を行い、白金族 3 元素の回収率について検討されたのは、約 15
年前に PNL にて実施されたものが唯一のものである。 
 PNL では当初は、高レベル廃棄物の資源的価値に着目し、白金族元素を回収するための
研究開発と経済性の評価を実施した。本研究開発を開始するにあたって実施した海外調査で
は PNL について重点的に実施することとし、研究者からの聴き取り調査も行った。PNL で
検討された方法は、高レベル廃液を含むガラスの溶融時に鉛を添加し、白金族元素を鉛相に
回収しようとする方法である。調査時点では、当初目的とは異なり、むしろガラス固化時の
メルター保護が主目的であることが述べられた。また、文献においてベンチスケール試験を
実施することが予告されていたが実際には行われなかった。 
 以上のことから不溶解残渣より白金族元素を合理的なコストで単離回収できるプロセス
を構築することを目標とした。 
６）これまでの成果 



 乾式元素分離法と湿式元素分離法を組み合わせ白金族元素を単離回収するプロセスを構
築した。具体的には、鉛抽出法については鉛相への白金族元素回収と TRU 元素の除染係数
をホット試験により確認した。灰吹法により実不溶解残渣よりマクロ量（?i1g）の白金族合
金粒を回収した。オゾン酸化処理法により含 Ru スラッジよりオゾンガスを用いて Ru をほ
ぼ 100％回収できることを確認した。また、溶媒抽出法として DHS 溶媒に着目し、硝酸溶
液中の Pd を選択回収できることを確認した。 
 非放射化のためのレーザー同位体分離法については、天然のパラジウムを用いた試験によ
り原理実証を達成した。 
２．現状の分析 
１）オメガ計画における位置付けとそれに対する進捗状況 
 当初計画によれば、回収技術の研究開発については、平成 8 年度までを第Ⅰ期としてモッ
クアップ試験までを終了させ、平成 9 年から 12 年までの第Ⅱ期においてパイロット規模試
験を実施することとしている。これまで、模擬試料及び実不溶解残渣を用いて、鉛抽出法に
よる粗分離回収試験を実施した。また、模擬試料を用いて、粗分離回収後の精製工程につい
て、溶媒抽出法、ルテニウム酸化揮発法等に関する試験を実施した。さらに、灰吹法により
実不溶解残渣から放射性貴金属合金粒を回収した。しかしながら、モックアップ試験の段階
には至っていないのが現状である。 
 利用技術研究については、第Ⅰ期（～平成 8 年）においてシステム基礎試験を、また、第
Ⅱ期においては実試料によるシステム試験を実施することが予定されていた。これまで、FP
貴金属の利用方法として放射線誘起化学反応触媒に着目し、模擬試料及び外部線源用いた
基礎的試験を実施した。また、熱電材料への利用について検討した。しかしながら、いずれ
についてもシステムとしての試験を実施する段階には達していないのが現状である。 
２）技術的達成度 
（1）有用金属回収技術開発のための基礎的検討 
白金族元素合金の硝酸溶解特性 
 白金族元素合金の硝酸溶解挙動についてはこれまで定量的な研究が少ないことから、mg
オーダーの金属粉末試料を用いて単一金属の溶解速度、Tc を Re で模擬した 5 元合金（Ru-
Rh-Pd-Mo-Tc）の溶解速度等について検討を行った。 
液体金属抽出法に関する検討 
 抽出の第一段階として鉛抽出法（液体金属抽出法）が適していると考えられたので、抽出
媒金属の種類、スラグの組成等について系統的な検討を行った。その結果、Sn、Zn、Cd 等
が Pb よりも優れた抽出媒となりうることが明らかとなった。このうち Sn についてはさら
に詳細に実験検討を行い、Sn 中への各元素の溶解度や、Na2O-B2O3 系スラグを用いた場合
スラグの組成が多少変化しても抽出特性に大きな影響がないこと等を明らかにした。 
（2） 粗分離回収技術開発 
不溶解残渣回収法 



 再処理溶解工程で発生する不溶解残渣の性状、挙動等の実態を明らかにし、それらに基づ
き既存再処理施設との整合性を有する効率的で安全な不溶解残渣回収技術を検討した。各
種の液中微粒子回収法（精密沈殿法、凝集沈殿法、遠心分離法、浮上分離法、磁気分離法）
について調査及び模擬不溶解残渣を用いた実験検討を実施した結果、凝集沈殿法と磁気分
離法の有効性を明らかにした。磁気分離によってサブミクロンの粒径を有する不溶解残渣を
回収できる可能性があるが、サブミクロン粒度の残渣の重量比は 10％以下であるのでコス
トとのかねあいを考慮する必要がある。 
鉛抽出法 
 不溶解残渣より白金族元素等を単離し高純度に精製するには、最終的には湿式工程によ
らざるを得ないものと考えられる。既存の再処理プロセスとの整合性を考慮すると硝酸酸性
での精製工程とする必要があるため、不溶解残渣を硝酸に可溶なものとするための前処理
が必要となる。また、不溶解残渣は白金族元素を主成分とする金属間化合物（ε 合金）と
白金族元素以外の FP 元素及び TRU 元素、さらには構造材に起因する元素等が混合したも
のであるため、ε 合金とこれらの元素との分離が必要である。 
 分離回収プロセスの第一段階として、残渣中に含まれる他の FP 成分等の除去を行うとと
もに、白金族金属間化合物を硝酸に易溶なものとするために、鉛抽出法を適用する。前述の
ように、抽出媒金属としては Pb よりも優れたものがあるが、硝酸溶解特性等についてなお
多くの検討事項があるため、鉛抽出法を採用することとした。鉛抽出法は不溶解残渣を鉛及
びスラグ（ガラス）とともに混合溶融し、鉛相に白金族元素等を、ガラス相にその他の FP
元素等を抽出する液体金属抽出の一種である。スラグとしてホウ砂を用いればガラス固化
処理との整合性もよい。 
 鉛抽出法は不溶解残渣を硝酸に可溶なものとするのに優れた方法であり、鉛抽出によっ
て不溶解残渣（ε 合金）の成分のうち Rh の一部及び Pd が硝酸に溶解することを明らかに
した。この硝酸溶解において Ru の大部分は溶解しないでスラッジとして回収されるので、
Ru の除染が達せられる。なお、Rh の溶解量は鉛抽出時の Pd 添加により増加させることが
できる。 
 ルテニウムは鉛抽出処理によって一部が揮発するとの報告があるが、事業団での鉛抽出試
験（抽出温度：800℃、スラグ：Na2B4O7）においては、ルテニウムの揮発損失はないこと
を確認している。 
 実不溶解残渣（～1g/バッチ）を用いた鉛抽出試験を行い、①Ru、Rh 及び Pd は鉛相に回
収される、②Rh 及び Pd は鉛相中で均一に分布すること、③Tc は Ru と同様の挙動をする
ことなどを明らかにした。 
キューペレーション（灰吹法） 
 上述のように不溶解残渣から白金族元素等を分離回収する技術として鉛抽出法は多くの
利点を有しているが、鉛の使用量が不溶解残渣量に比較すると多量となる（不溶解残渣の
10?050 倍量）ことからなお改善の余地がある。すなわち鉛相の溶液化にあたって必要な硝



酸及び水の量は硝酸鉛の溶解度によって決まるので多量の硝酸が必要となり、以降のロジウ
ムとパラジウムの相互分離工程では白金族元素濃度が相当に薄まった溶解液を対象として
分離回収処理を行わなければならないということになる。これは工程技術としては不利で
あり設備及び操業コストに悪影響を与えるであろうし、廃棄物の発生量も多くなると考え
られる。 
 キューペレーションは鉛相に固溶した金及び銀を分離するのに用いられる方法であり、
古くから試金法と称して分析手段として利用されてきている。この方法は通常リン酸カルシ
ウムを主成分とする比較的多孔質のるつぼ（キューペル）を用い、この上に金、銀を含む鉛
を置いて酸化性雰囲気で溶融すると鉛のみが酸化鉛としてキューペルに吸収され、ビード
と称する貴金属塊を得るものである。 
 しかしながら白金族元素（Ru、Rh、Pd）の分離回収にキューペレーションを適用した例
は報告されていないことから、コールド試験及びホット試験を行い、その有効性を明らかと
した。ただしビードについては硝酸溶解特性が白金族元素を抽出した鉛相と異なり、Rh の
硝酸溶解量がやや低下するので、一回の操作で回収できる Rh 量が減少することを考慮する
必要がある。（スラッジとなった Rh は再度鉛抽出工程へ送ることになる） 
（3）相互分離・高純度精製技術開発 
ルテニウム分離精製 
 不溶解残渣の組成は燃焼度、冷却期間などの条件により変化するが、燃焼度 48000MWD/t、
4 年冷却の場合、1011Bq/g 程度の比放射能を有している。これはほとんど Ru に起因する
ものである。すなわち 105～106 の分離係数で Ru を分離できればグローブボックスでの取
扱いが可能となり、その後の分離操作は簡略化ができる。 
 ルテニウム回収法として従来電解回収法等が検討されているが、鉛抽出後の硝酸溶解によ
って Ru の大部分がスラッジとして回収され、固相からの Ru 精製法とする必要があること
から、オゾンガスを酸化剤として用いる酸化揮発法を検討した。図 6-1 に示すようなフロー
により Ru が 99％以上回収されることを明らかにした。また、硝酸溶解液についてはオゾ
ンガスの吹き込みにより、グローブボックスでの取扱いを可能とする上記分離係数が得られ
ることも明らかとした。 
溶媒抽出法等 
 鉛抽出を行った後、白金族元素を抽出した鉛相を硝酸に溶解した溶解液を対象にして、分
離工程の最終段階である Pd と Rh の相互分離を行うことになる。相互分離法としては、イ
オン交換法（キレート樹脂による Pd の吸着分離）、化学沈殿法及び溶媒抽出法について予
備的実験検討を行った。その結果、イオン交換法及び化学沈殿法では高い分離係数が得られ
ないことが明らかとなったので、溶媒抽出法についてさらに詳細な検討を実施することと
した。 
白金族の相互分離と精製は従来、白金族元素間の微妙な化学的性質の違いを利用した煩雑
で非効率的な化学的沈殿分離法によって行なわれていたが、近年、塩酸酸性での溶媒抽出法



が開発され商業的な規模で実用段階に至っている。また、高レベル放射性廃液を対象に溶媒
抽出法によって白金族元素を分離する方法についてこれまでに多くの報告がなされている。
白金族元素の抽出溶媒としてはサルファイド系溶媒、アミン系溶媒、オキシム系溶媒、リン
酸系溶媒等が検討されているが、それぞれ一長一短である。ここでは、これらの結果をも参
考にして、サルファイド系溶媒及びアミン系溶媒について白金族元素等の硝酸溶液を用い
た抽出試験等を実施し、硝酸酸性での分離性能の評価を行った。 
その結果、サルファイド系の溶媒である DHS（di-hexyle surphide）によって 0.1?.6N の濃
度の硝酸溶液から Pd が非常に効率良く分離されることを明らかにした。また、チオ尿素を
用いることによって逆抽出も容易であり、800t プラントでの 1 年間の処理によって想定さ
れる γ 線量を照射した溶媒でも抽出性能にはほとんど変化はないことも明らかにした。 
（4）非放射性化技術開発（同位体分離技術開発） 
 非放射性化技術としては、放射性同位体を分離・除去することと高い同位体選択性が要求
されることから考えてレーザー同位体分離法、プラズマ法、電磁分離法が対象となる。ここ
では、ウランに対して研究開発が実施されており、技術的バックグラウンドの蓄積があるう
え、他の元素への応用可能性の評価にもつながることからレーザー同位体分離法を採用し
た。また、レーザー同位体分離法の適用可能性を明らかにすることは、回収した有用核種の
利用範囲を広げる観点からも重要なことである。 
 同位体分離による非放射性化の対象となる核種としては、Ru-106、Rh-102、Pd-107 など
であるが、最も半減期の長い Pd-107 を当面の対象とした。さらに一般的なレーザー法のよ
うな同位体シフトでなく、偏光した光を吸収するときの角運動量選択則に基づく同位体選
択性により分離する方法の原理実証を行うことで、同位体シフトが小さくて分離が困難な
他の元素に対して分離の可能性を開くものとして価値がある。 
 レーザーによる同位体分離の技術開発では、細分化された多くの研究項目がある。少なく
とも以下に示す項目に対して情報やデータの収集及び評価・検討が必要となる。 
 これまでに、試験装置の設計・製作、パラジウムの原子蒸気の発生方法の検討と蒸発特性
の測定、パラジウムの光吸収特性の測定及び同位体分離試験（天然のパラジウム中の Pd-105
の分離）を実施した。質量分析器レベルではあるが、分離試験で本同位体分離法の原理を実
証し、Pd-105 を 22％から 73％に濃縮した（分離係数にして約 10）。パラジウムの吸収断面
積等の分光学的な基礎データーの測定は、装置の性能、現状の技術レベルをふまえて、測定
可能なパラジウムの同位体非選択的な二光子吸収によるイオン化のしきい値の測定を行い、
約１kW/cm2 という値を得た。今後のレーザー技術等の進歩に期待する部分が多い。特に、
紫外領域で連続的に波長可変で、発振線幅の狭いレーザーの出現が期待される。 
 ① パラジウムの原子蒸気の発生方法の検討と蒸発特性（蒸発速度、蒸着特性、加熱温度、

電子衝撃イオン化の程度など） 
 ② パラジウム原子の分光学的パラメーター（エネルギー順位、吸収断面積、同位体シフ

ト、励起状態の寿命、励起・電離のしきい値、励起、電離波長の最適化など） 



 ③ 同位体分離の効率等の理論的検討（分離係数、光の利用効率など） 
 ④ 同位体分離用レーザーの技術的要件（発振波長域、連続波長可変性、狭帯域化、高出

力化、波長変換技術、エネルギー効率、経済性） 
 ⑤ レーザー光の利用効率の向上（長距離伝搬特性、光学系の最適設計など） 
 ⑥ プラント設計条件（処理量、除染係数、コストの評価など） 
（5）利用技術の検討 
 回収した白金族元素の利用方法のひとつとして、白金族金属を半導体（TiO2、SrTiO3 等）
微粒子上に担持させた酸化還元反応触媒について検討を行った。同種の触媒は水分解水素
生成反応のための光触媒としてさかんに検討が行われているものである。ここでは担持す
る貴金属を不溶解残渣より回収した放射性白金族金属とすることにより、入射エネルギー
なしでの触媒効果を期待するものである。実験検討しとて TiO2 微粒子に天然の Pd，Ru 及
び Rh を担持させた触媒を水に懸濁させた系にガンマ線を照射し、水分解水素生成反応が生
起することを実証するとともにその反応効率等について基礎的評価を行った。 
また、回収した白金族金属の熱電材料としての利用可能性について基礎的検討を実施した。
Ru-Si 系合金及び Ru-Si-U 系合金を溶製し、これらの熱電特性評価を行った。 
（6）工業化に関する検討 
核分裂生成白金族元素の特性 
 工業化プロセスの検討にあたって、核分裂生成白金族元素の特性について理解しておくこ
とは必要不可欠である。核分裂生成白金族元素の生成量、放射能、崩壊系列等については多
くの文献に記載されているので、ここに再録する必要はないであろう。これらのデータをも
とに、Ru、Rh 及び Pd の各元素の単離精製を検討する際、不純物として含有される他の 2
元素の濃度がどの程度まで許容されるかという検討を行った。 
３．今後の見通し及び課題 
 平成 10 年度をもって研究を中止したが、今後の見通し及び課題については以下のように
考えられる。 
１）実用化の見通し及びそのために解決すべき課題 
 本研究開発は不溶解残渣中の有用金属を単離回収するプロセスを構築するための基礎的
データ取得を主たる目的としたものである。したがって、経済性を含めた将来の見通しにつ
いて評価することはやや困難である。しかしながら分離回収については技術的には現段階
では大きな問題点はないと考えられるので、今後 10 年程度の期間でパイロットプラントの
段階に達することは可能であろうと思われる。分離回収プロセスについて今後 5 年間での
中心課題は、ε 合金以外の不純物を多量に含むような実残渣をもちいて工程全体での物質
収支を求めることである。同位体分離及び利用技術については、実用レベルに達するには今
後さらなる研究開発を必要とする。 
２）当面重点を置くべき研究開発課題 
 特に利用技術について放射線触媒及び熱電材料以外についても幅広く検討を行い、利用



方途を拡げることが重要である。 
３）経済性についての見通し 
 使用済燃料中より有用金属の回収を行うことを検討するということは、とりもなおさず
それらの有用金属が資源となり得るかを検討することである。言い換えれば回収された有
用金属の価値が回収に要するコストを補償し得るかどうかを判断基準として検討する必要
があるということである。しかしながら本研究開発は実験室レベルの段階にあり、プラント
をイメージした効率、処理量、経済性等の評価検討に必要なデータは得られていないのが現
状である。 
したがって工業化に係る検討を行うのに拠り所となるデータには乏しいのが現状である。 
４．研究開発の進め方 
１）関連する研究分野との協力 
  なし 
２）国内研究機関との協力 
京都大学、大阪大学及び名古屋大学との委託研究及び共同研究を実施した。また、有効利用
技術の研究開発に関して東京工業大学より客員研究員を招聘した。 
３）国際協力 
  なし 
５．研究対象としていなかったが、核種分離・消滅処理の趣旨に照らして重要と考えられる
技術 

• 乾式元素分離技術全般（揮発分離法、溶融塩を用いる分離法等） 
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